
 

上関町要綱第17号 

上関町起業支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、上関町内（以下「町内」という。）における起業を促進することで、新たな

雇用の創出や移住定住に寄与し、産業の振興及び地域経済の活性化を図ることを目的として、

予算の範囲内における上関町起業支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することに

ついて、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

(1) 起業 次のいずれかに該当する場合をいう。 

ア 事業を営んでいない個人が新たに事業を開始する場合 

イ 事業を営んでいない個人が新たに法人を設立し、事業を開始する場合 

 (2) 起業者 補助金の交付決定を受けた年度内に新しく事業を起こす者又は新たに事業を開

始し、１年を経過していない者をいう。 

(3)  事業者 事業を営む個人または法人をいう。 

(4)  事業所 事業の用に供するために直接必要な土地、建物およびその付属施設をいう。 

 (5) 特定創業支援事業 産業競争力強化法（平成２５年法律第９８号）第１１３条第１項の認

定を受けた上関町創業支援事業計画における事業で、上関町商工会、山口銀行上関支店、

東山口信用金庫上関支店及び日本政策金融公庫徳山支店において、起業に関する相談を１

カ月以上にわたり、４回以上受けることをいう。 

 （補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる起業者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のいずれ

にも該当する者とする。 

 (1) 町内に事業所を設置しようとしている者又は設置している者 

 (2) 補助金を交付した日の翌日から起算して５年以上継続して事業を行う意思のある者 

 (3) 許認可が必要な事業の場合、既に許認可を受けている者 

  (4) 起業者が個人の場合、本町の住民基本台帳に記載されていること 

(5) 起業者が法人の場合、町内を本店所在地として法人登記が行われていること 

(6) 前条第５号の特定創業支援事業を受けていること 

２ 前項に該当する者のうち、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助対象者から除く。 

 (1) 事業の種類が別表第１に掲げる業種に該当する場合 

 (2) 市町村税に滞納がある場合 

 (3) 暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）に規定する暴力

団員及び破壊活動防止法（昭和２７年法律第２４０号）に規定する暴力主義的破壊活動を行

う団体等に所属している者 

 (4) その他町長が適切でないと判断する事業を実施しようとするとき 

（補助対象経費） 

第４条 補助対象となる経費は、別表第２に掲げる経費（以下「補助対象経費」という。）とする。

ただし、当該事業について、他の補助制度等で補助金を受けているものについては、補助対象



 

としない。 

 ２ 同一事業者に対する補助金の交付は、1回限りとする。 

 （補助対象期間） 

第５条 補助対象となる期間は、補助金の交付決定を受けた年度とする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金は、補助対象経費の合計額とし、100万円を限度額とする。 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする起業者は、上関町起業支援事業補助金交付申請書（様式

第１号）に、次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

(1) 事業所の所在が分かるもの（登記簿謄本、開業届の写し、賃貸借契約の写し等） 

(2) 事業計画書（様式第２号） 

(3) 誓約書兼同意書（様式第３号） 

(4) 住民票の写し（個人起業の場合） 

(5) 市町村税の滞納がないことの証明書（納税証明書、完納証明書等） 

(6) 営業許可証の写し（許認可を必要とする業種に限る。） 

(7) 補助対象経費の内訳がわかる書類（見積書、契約書の写し等） 

(8) 特定創業支援事業を受けたことが確認できる書類 

(9) その他町長が必要と認める書類 

（交付決定及び通知） 

第８条 町長は、前条の規定による交付の申請があった場合において、その内容を審査の上、補

助金を交付することが適当であると認めるときは、補助金の交付を決定し、上関町起業支援事

業補助金交付決定通知書（様式第４号）により補助対象者に通知する。 

２ 町長は、前項の規定による審査の結果、補助金を交付しないと決定したときは、上関町起業

支援事業補助金不交付決定通知書（様式第５号）により、前条の規定により申請した者に通知

する。 

 （補助金の概算払） 

第９条 補助対象者は、補助金の概算払を受けようとするときは、上関町起業支援事業補助金概

算払請求書（様式第６号）を町長に提出しなければならない。 

２ 町長は、前項の規定による請求があった場合において、必要であると認めるときは、前条の

規定により決定した補助金額の範囲内において、補助金を概算払により交付することができる。 

 （実績報告） 

第１０条 補助対象者は、補助金の交付を受けた年度末までに、上関町起業支援事業補助金実績

報告書（様式第７号）に、次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

 (1) 事業実施報告書（様式第８号） 

 (2) 事業収支報告書（様式第９号） 

 (3) 補助対象経費一覧表（様式第１０号） 

 (4) 補助対象経費の支出が確認できる書類（領収書の写し等） 

 (5) その他町長が必要と認める書類 

 （補助金の額の決定） 

第１１条 町長は、前条の規定による実績報告があった場合において、その内容を審査の上、適

当であると認めるときは、補助金の額を決定し、上関町起業支援事業補助金確定通知書（様式



 

第１１号）により補助対象者に通知する。 

 （補助金の請求） 

第１２条 補助対象者は、前条の規定による確定通知を受けたときは、遅滞なく上関町起業支援

事業補助金交付請求書（様式第１２号）を町長に提出しなければならない。 

 （補助金の返還） 

第１３条 町長は、偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けた者があるとき又は当該補

助金を受けた事業者が補助金を交付した日の翌日から起算して５年以内に事業所を廃業若し

くは町外へ移転若しくは撤退したときは、補助金の全部又は一部を返還させることができる。 

 （報告及び調査） 

第１４条 町長は、補助対象者に対し、事業に関する必要な事項について報告を求め、又は実地

に調査し、必要な指示を行うことができる。 

 (審査会の設置) 

第１５条 第７条の規定により申請された事業について審査を行うため、上関町起業支援事業補

助金審査会（以下「審査会」という。）を設置する。 

（所管事務） 

第１６条 審査会は、第7条の規定により申請された事業がこの要綱の趣旨及び交付要件を満た

しているか調査及び審議し、交付決定の可否を行う。 

（審査会の組織） 

第１７条 審査会は、町長を会長とし、副町長、教育長、総務課長、産業観光課長、企画財政課

長をもって委員とする。 

（庶務） 

第１８条 審査会の庶務は、企画財政課において処理する。 

 （報告及び調査） 

第１９条 補助対象者は、補助金を交付した年度の翌年度から５年間、毎年度の状況等について、

上関町起業支援事業実施状況報告書（様式第１３号）に、次に掲げる書類を添えて、町長に提

出しなければならない。 

 (1) 事業状況概要報告書（様式第１４号） 

 (2) 決算書又はこれに準ずるもの 

 (3) その他町長が必要と認める書類 

２ 町長は、補助対象者に対し必要があると認めるときは、実地に調査をすることができる。 

 （財産の処分等の制限） 

第２０条 補助対象者は、事業完了の日から５年間は、事業により取得した財産を補助金の交付

目的に反する利用、譲り渡し、交換、貸付、又は担保に供してはならない。 

 （その他） 

第２１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

   附 則 

  この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 



 

 

別表第１（第３条関係） 

 内   容 

１ 
風俗営業等の規則及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）により

規制の対象となるもの 

２ 興信所（専ら個人の身元、身上、素行、思想調査等を行うものに限る。） 

３ 集金業、取立業（公共料金又はこれに準ずるものは除く。） 

４ 易断所、観想業、相場案内業 

５ 宗教 

６ 政治・経済・文化団体 

※日本標準産業分類に準拠するものとする。 

 

別表第２（第４条関係） 

区分 内   容 

事

業

所

拠

点

費 

事業所整備費 

建物に係る工事 

内外装工事、空調整備、電気設備、上下水道工事、事業所の賃借料（駐

車場を含む。ただし、敷金・礼金を除く。）等 

構 築 物 費 

（不動産取得を除く） 

建物以外に係る工事費 

外構工事、駐車場などの舗装工事、看板設置費等 

設 備 導 入 費 

事業に必要とする設備の購入（リースを含む。）に係る経費 

作業機械、工作機械、パソコン、プリンター、エアコン、ファックス、

コピー、業務用冷蔵庫、厨房器具、車両等 

販売促進費 
広告宣伝費、展示会出展費、販路開拓費 

ホームページ作成、新聞・雑誌広告、テレビＣＭ等 

人 件 費 
従業員の給与・手当（事業主及び家族専従者の給与、法人の場合におけ

る役員報酬は除く。） 

その他の経費 
印刷製本費、原材料費、通信運搬費、消耗品費、その他町長が必要と認

める経費（食糧費等の個人消費的経費を除く。） 

 

  



 

様式第１号（第７条関係） 

 

年   月   日 

 

 上関町長 様 

 

               申請者 

 住所又は所在地 

氏名又は 

法人名及び代表者名             

 

 

上関町起業支援事業補助金交付申請書 

 

 

 上関町起業支援事業補助金交付要綱第７条の規定に基づき、補助金の交付を受けたいので、次

のとおり申請します。 

 

記 

 

１．補助金交付申請額                       円 

 

２．添付書類 

 

(1) 事業所の所在が分かるもの（登記簿謄本、開業届の写し、賃貸借契約の写し等） 

(2) 事業計画書（様式第２号） 

(3) 誓約書兼同意書（様式第３号） 

(4) 住民票の写し（個人起業の場合） 

(5) 市町村税の滞納がないことの証明書（納税証明書、完納証明書等） 

(6) 営業許可証の写し（許認可を必要とする業種に限る。） 

(7) 補助対象経費の内訳がわかる書類（見積書、契約書の写し等） 

(8)  特定創業支援事業を受けたことが確認できる書類 

(9) その他 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第３号（第７条関係） 

 

年   月   日 

 

 上関町長 様 

 

申請者 

住所又は所在地 

氏名又は 

法人名及び代表者名              ㊞ 

 

誓約書兼同意書 

 

 私は、上関町起業支援事業補助金交付要綱に規定する以下の要件をすべて満たすものであるこ

とを誓約します。 

 なお、当該補助金交付申請後は、町が行う必要な調査等を受けることに同意します。 

また、申請内容の偽りその他不正な行為を行い又は以下の要件を欠き、町長から返還の指示が

あった場合は、受領した補助金を返還します。 

 

記 

 

(1) 町内に事業所を設置しようとしている者又は設置している者 

 (2) 補助金の交付を受けた日の翌日から５年以上継続して事業を行う意思がある者 

 (3) 暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）に規定する暴力

団員及び破壊活動防止法（昭和２７年法律第２４０号）に規定する暴力主義的破壊活動を行

う団体等に所属している者でないこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第４号（第８条関係） 

 

第    号 

年   月   日 

 

           様 

 

上関町長           ㊞  

 

 

上関町起業支援事業補助金交付決定通知書 

 

 

        年   月   日付けで申請のありました補助金の交付について、上関町起

業支援事業補助金交付要綱第８条第１項の規定により、下記のとおり決定しましたので、通知し

ます。 

 

 

記 

 

 

補助金交付決定額    金          円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第５号（第８条関係） 

 

第    号 

年   月   日 

 

           様 

 

上関町長           ㊞  

 

 

上関町起業支援事業補助金不交付決定通知書 

 

 

        年   月   日付けで申請のありました補助金の交付について、上関町起

業支援事業補助金交付要綱第８条第２項の規定により、交付しないことを決定しましたので、通

知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第６号（第９条関係） 

 

年  月  日 

 

 上関町長 様 

 

申請者 

住所又は所在地 

氏名又は 

法人名及び代表者名            ㊞ 

 

上関町起業支援事業補助金概算払請求書 

 

年  月  日付け    第   号により交付決定を受けた補助金について、上

関町起業支援事業補助金交付要綱第９条の規定により、次のとおり概算払により交付を受けたい

ので請求します。 

 

交 付 決 定 額 円  

概算払請求額 円  

概算払を必要 

とする理由 

 

 

 

 

 

振  込  先 

金融機関名  

支 店 名                     支店   

フ リ ガ ナ  

口座名義人  

口座の種類 当座   普通   その他（     ） 

口 座 番 号  

 

 

 

 



 

様式第７号（第１０条関係） 

 

年   月   日 

 

 上関町長 様 

 

               申請者 

住所又は所在地 

氏名又は 

法人名及び代表者名             

 

 

上関町起業支援事業補助金実績報告書 

 

 

      年   月   日付け    第   号で補助金の交付決定のあった上関町

起業支援事業について、上関町起業支援事業補助金交付要綱第１０条の規定により、実績を下記

の書類を添えて報告します。 

 

 

記 

 

 

 (1) 事業実施報告書（様式第８号） 

 (2) 事業収支報告書（様式第９号） 

 (3) 補助対象経費一覧表（様式第１０号） 

 (4) 補助対象経費の支出が確認できる書類（領収書の写し等） 

 (5) その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第８号（第１０条関係）   

       

事業実施報告書 

       

  補助事業の名称   

  事業の実施期間 年  月  日から    年  月  日まで 

  事業の目的   

  事業の内容   

  事業の成果   

  事業の評価   

  今後の展開   

 

 

 

 

 

 



 

様式第９号（第１０条関係）   

     

 事業収支報告書 

     

     年  月  日～     年  月  日 
     

    （単位：円） 

 項目 計画 実績 積算根拠 

 

売上高（Ａ）     

  
  
  
  
  
   
 

売上原価（Ｂ）     

  
   
   
   
   
   
 

経費（Ｃ）     

  
   
   
   
   
   
   

 利益（Ｄ） 

Ａ－Ｂ－Ｃ 
      

 雇用者数 

（単位：人） 
    

●正社員     人 

●アルバイト   人 

●パート     人 

 

 

 

 



 

様式第１０号（第１０条関係）   

 補助対象経費一覧表 

     （単位：円） 

 

経費区分 

計画 実績 実績における補助対

象経費の内訳 

（積算根拠）  補助対象経費 補助対象経費 

 

事
業
所
拠
点
費 

 事業所整備費(Ａ)     

  

   

   

 

 構築物費(Ｂ)     

  

   

   

 

 設備導入費(Ｃ)     

  

   

   

 

 販売促進費(D)     

  

   

   

 

 人件費( E )     

  

   

   

 

 その他の経費(F)     

  

   

   

  合計額 

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 
      

 補助金請求予定額 

（上限１００万円） 
      

      

 【添付書類】    

  補助対象経費の支出が確認できる書類（領収書の写しなど） 

 



 

様式第１１号（第１１条関係） 

 

第    号 

年   月   日 

 

            様 

 

上関町長           ㊞  

 

 

上関町起業支援事業補助金確定通知書 

 

 

          年   月   日付けで実績報告のありました上関町起業支援事業に

ついて、下記のとおり補助金の額を確定しましたので、上関町起業支援事業補助金交付要綱第１

１条の規定により、通知します。 

 

 

記 

 

 

補助金確定額    金          円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第１２号（第１２条関係） 

 

年   月   日 

 

 上関町長 様 

 

申請者 

住所又は所在地 

氏名又は 

法人名及び代表者名            ㊞ 

 

 

上関町起業支援事業補助金交付請求書 

 

 

       年   月   日付け   第    号で確定の通知を受けた補助金につ

いて、上関町起業支援事業補助金交付要綱第１２条の規定により、次のとおり交付請求します。 

 

 

交付決定額 円  

振 込 先 

金融機関名  

支 店 名  

フ リ ガ ナ  

口座名義人  

口座の種類 当座  普通  その他（     ） 

口 座 番 号  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第１３号（第１９条関係） 

 

年   月   日 

 

 上関町長 様 

 

住所又は所在地 

氏名又は 

法人名及び代表者名             

 

 

上関町起業支援事業実施状況報告書 

 

 

       年   月   日付け   第    号で確定の通知を受けた補助金につ

いて、上関町起業支援事業補助金交付要綱第１９条の規定により、事業の実施状況を下記の書類

を添えて報告します。 

 

 

記 

 

 

 (1) 事業状況概要報告書 

 (2) 決算書又はこれに準ずるもの 

 (3) その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第１４号（第１９条関係）     

事業状況概要報告書 

 補助事業の

名称 
  

 補助事業年

度 
  

 報告事業期

間 
 年目（    年   月   日から    年   月   日まで） 

 事業の内容   

 事業の成果   

 

雇用状況 

 雇用者数           

     年度 正社員 アルバイト パート 合計 

   年度 人 人 人 人 人 

   （１年目） （  人） （  人） （  人） （  人） （  人） 

   年度 人 人 人 人 人 

   （２年目） （  人） （  人） （  人） （  人） （  人） 

   年度 人 人 人 人 人 

   （３年目） （  人） （  人） （  人） （  人） （  人） 

   年度 人 人 人 人 人 

   （４年目） （  人） （  人） （  人） （  人） （  人） 

   年度 人 人 人 人 人 

   （５年目） （  人） （  人） （  人） （  人） （  人） 

   年度 人 人 人 人 人 

   （６年目） （  人） （  人） （  人） （  人） （  人） 

   ※下段（   ）は町内在住者数   

 その他報告

事項 
 

          

 【添付書類】 決算書又はこれに準ずるもの（法人の場合は決算書の写し） 

 


